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オリに明確なわけでもない。1948 年の現行少年法（昭和 23 年法 168 号）の制
定当初から付添人の役割（法的性質）が論じられてきたのも，こうした事情
を反映したものである。
一般保護事件における付添人選任率は， 1990 年代はじめには 1% にも満た
なかったが4）， 徐々に増加して 2009 年には 10% を超え， 現在では 22% 程度
にまでなっている。そのうち，弁護士付添人の割合は，現行少年法制定後し
ばらくは相対的に低い状況が見られたが，特に国選付添人制度が導入された










 1）　法令名については， 一般の例によって略記するほか， 少年法については省略する。









告書 48 輯 2 号（法曹会，1996 年）14 頁以下（アメリカ），37 頁以下（イングラン
ド・ウェールズ），54 頁以下（スコットランド），71 頁以下（ドイツ），94 頁以下（フ










士とを区別することなく，審判期日への出席と意見陳述（旧 43 条 3 項本文・44




























される，証拠調べ（証人尋問や検証・押収等）への立会や尋問（14 条 1 項・15 条 1
項，少審規 19 条），保護処分に対する抗告・再抗告（32 条・35 条 1 項），審判へ
の出席と意見陳述（少審規 28 条 4 項・5 項・30 条），記録や証拠物の閲覧（少審
規 7条 2項），身柄拘束（観護措置）中の少年との立会人なしの面会（旧鑑処規 39















































 6）　森田明『大正少年法（上）』日本立法資料全集 18（信山社，1993 年）38 頁。
 7）　たとえば，草刈融（山岡萬之助校閲）『少年法詳解』（松華堂，1936 年）82 頁，森
山武市郎『少年法』（日本評論社，1938 年）63 頁。
 8）　中川衛ほか「座談会・少年法 50 年を回顧して」ケース研究 126 号（1971 年）17
頁〔中川〕。








決昭和 53 年 4 月 17 日家庭裁判月報 30 巻 11 号 97 頁，札幌高決昭和 53 年 12 月 15
日家庭裁判月報 31 巻 9 号 59 頁。なお，新井慶有「判例批評」田宮裕編『少年法判













15）　たとえば，今中道信「少年保護事件における不告不理」家庭裁判月報 4 巻 2 号
（1952 年）72 頁以下，入江正信「少年保護事件における若干の法律問題」家庭裁判
月報 5 巻 7 号（1953 年）1 頁以下，内藤文質「少年保護事件の概念について」警察









のケント判決 （1966 年） やゴールト判決 （1967 年），ウィンシップ判決 （1970 年） 






















こうした動きと並行して，「柏の少女殺し事件」決定（最決昭和 58 年 9 月 5
日刑集 37 巻 7 号 901 頁）および「流山中央高校放火未遂事件」決定（最決昭和 58




























業務） として運用されている。また， こうした動きと並行して， 家庭裁判所で
の調査過程において，少年友の会のボランティアによる非弁護士付添人を選












〔第 2版〕』（有斐閣，1964 年）104 頁。
17）　森田明「児童の権利条約の歴史的背景」石川稔/森田明編『児童の権利条約』（一
粒社，1996 年）4 頁以下。さらに，同『未成年者保護法と現代社会〔第 2 版〕』（有
斐閣，2008 年）参照。
18）　丸山雅夫『少年法講義〔第 3版〕』（成文堂，2016 年）29 頁以下参照。
19）　たとえば，アメリカ連邦最高裁判決について，松尾浩也/菊池和典「ジェラルド・
フランシス・ゴールト事件」家庭裁判月報 20 巻 5 号（1968 年）23 頁以下，髙井吉夫
（訳）「マッキーバー事件判決」家庭裁判月報 24 巻 7 号（1972 年）131 頁以下。
234
20）　法務省刑事局「法制審議会少年法部会審議経過中間報告の内容説明」家庭裁判月
報 29 巻 7 号（1977 年）111 頁以下参照。さらに，大森政輔「少年の権利保障強化の
ための手続改善」家庭裁判月報 29 巻 9 号（1977 年）14 頁以下。
21）　的場武治「少年手続における附添人制度の検討」判例タイムズ 287 号（1973 年）
48 頁。
22）　たとえば，高井吉夫「附添人制度と適正手続について」判例タイムズ 287 号 58 頁
以下，守屋克彦「少年審判における附添人の役割と機能」自由と正義 29 巻 9 号




24）　猪瀬愼一郎「少年審判制度の現状と展望」ジュリスト 1087 号（1996 年）39 頁。






自由と正義 40 巻 12 号（1989 年）47 頁以下，最高裁判所事務総局家庭局「少年事件
の法律扶助関係等資料」家庭裁判月報 25 巻 11 号 （1973 年） 143 頁以下 〔東京および
名古屋〕，同「少年保護事件における附添人扶助について」同 30 巻 3 号（1978 年）
141 頁以下〔横浜〕，同「少年事件の法律扶助関係資料」同 32 巻 2 号（1980 年）115
頁以下〔岡山〕，同「少年事件の法律扶助関係資料」同 33 巻 7 号（1981 年）184 頁
以下〔岐阜および京都〕，守屋克彦「裁判官から見た付添人活動」同・前掲注 25）
350 頁以下〔仙台〕，参照。さらに，岩佐嘉彦「付添人の活動と国選付添人制度の導
入」斉藤豊治/守屋克彦『少年法の課題と展望 第 1 巻』（成文堂，2005 年）70 頁以
下参照。
27）　多田周弘「少年保護事件におけるデュ ・ープロセスの実現のための覚書（下）」判
例タイムズ 638 号（1987 年）37 頁，古田浩「少年審判と付添人活動」ケース研究
265 号（2000 年）43 頁以下，東京少年友の会「少年友の会の付添人活動について」
ケース研究 287 号（2006 年）29 頁以下。
28）　大谷辰雄「『全件付添人制度』の誕生」自由と正義 52 巻 7 号（2001 年）94 頁以
下，石田光史「全国初，全件付添人制度のその後」季刊刑事弁護 29 号（2002 年）
52 頁以下，参照。さらに，福岡県弁護士会子どもの権利委員会編『少年審判制度が
変わる』（商事法務，2006 年）。







添事件とされ，国選付添人制度が導入されたことである（22 条の 3 第 1 項，少
審規 30 条の 3 第 1 項・2 項）。また，抗告審・再抗告審・受差戻審での検察官関
与決定事件についても，弁護士である国選付添人が付されることになった















年法 23 号） によって，検察官関与決定対象事件の範囲が必要的弁護事件 （刑訴
37 条の 2・289 条 1 項） と同じになったことにより，国選付添人対象事件の範囲
も拡大されている32）。
また，観護措置期間の延長を認める改正（17 条 4 項・5 項）にともなって，
236
従来から家裁の適切な対応33）ないしは立法的手当の必要性が指摘されてい
た34）観護措置決定・更新決定（17 条 1 項 2 号・3 項但書）に対する不服申立制
度として，異議申立（17 条の 2，少審規 22 条の 2）と異議審の決定に対する特
別抗告（17 条の 3，少審規 22 条の 3）が導入され，いずれについても付添人一
般が申立権者とされている。
さらに，付添人一般に対して，新たに，非行事実に対する告知と陳述権
（少審規 29 条の 2），証拠調べの申出権（同 29 条の 3），少年に対する発問権（同
29 条の 4）が認められるとともに， 被害者から意見聴取した際の通知（同 13 条
の 5），観護措置に関する通知（同 22 条）， 審判期日の通知（同 28 条 5 項）， 審判
開始決定後の追送書類等に関する通知（同 29 条の 5）が規定された。








るものである35）。抗告審・再抗告審にも適用される（32 条の 5第 2項・35 条）。




になり（法律支援 30 条 1 項 3 号），家庭裁判所は法テラスに対して国選付添人






条の 2 以下），事情聴取などの任意調査（6 条の 4）のほか，押収や捜索等の強
制処分さえもが認められたこと（6 条の 5）にともない，弁護士付添人の選任
規定が設けられたことである（6 条の 3）。2004 年の刑訴法改正（平成 16 年法












るというわけではなく（42 条 2 項），改めて 10 条と少審規 14 条にもとづいて
付添人として選任されなければならない点で（最決昭和 32 年 6 月 12 日刑集 11 巻
6 号 1657 頁）38），被疑者弁護人が当然に第一審被告人の弁護人になる刑事裁判
手続（刑訴 32 条 1 項，刑訴規 17 条）とは異なっている。
3　2008 年改正（平成 20 年法 71 号）は，犯罪被害者等への配慮の一環とし
て，一定の重大事件について，被害者等による犯罪・触法事件の審判傍聴制
度を導入した（22 条の 4）39）。これは，被害者への配慮という面で利点を有す
る一方で，少年の健全育成（1 条）や情操保護（少審規 1 条 2 項）に重大な影響
を及ぼすものでもある。そこで，家庭裁判所は，被害者等による傍聴の許否
を判断する際に弁護士付添人の意見を聞かなければならないとされ（22 条の


















する規則の解説』（法曹会，2002 年）124 頁，154 頁以下。他方，こうした観点から
その不徹底さを指摘するものとして， 川出敏裕「少年法改正」法学教室 222 号 （1999
年）29 頁，佐伯・前掲注 29）74 頁以下。
32）　中村功一/檞清隆「少年法の一部を改正する法律について」法曹時報 66 巻 8 号
（2014 年）55 頁以下。なお，改正に至る経緯について，小木曽綾「少年手続におけ
る国選付添人および検察官関与の範囲拡大」刑事法ジャーナル 36 号（2013 年）70
頁以下参照。
33）　従前の実務は，観護措置決定・更新決定について，職権による取消のほかは不服
申立や取消請求権を認めてこなかった。大阪高決昭和 44 年 10 月 30 日家庭裁判月報
22 巻 10 号 114 頁，福岡高決昭和 45 年 8 月 31 日家庭裁判月報 23 巻 5 号 120 頁。さ
らに，佐藤博史「判例批評」田宮編・前掲注 11）66 頁以下，川口宰護「観護措置を
めぐる諸問題」判例タイムズ 996 号（1999 年）344 頁。
34）　浜井ほか・前掲注 5）353 頁。なお，甲斐ほか・前掲注 31）84 頁以下。
35）　久木元伸ほか「『少年法等の一部を改正する法律』について」家庭裁判月報 59 巻
11 号（2007 年）50 頁以下，岡﨑忠之「『少年法等の一部を改正する法律』につい






月報 59 巻 11 号 146 頁以下。
37）　岡﨑・前掲注 35）112 頁。さらに，酒巻匡「触法少年及び虞犯少年に係る事件の
調査と公的付添人制度の導入」ジュリスト 1286 号（2005 年）32 頁以下参照。
38）　なお，木下淳博「判例批評」田宮編・前掲注 11）27 頁以下。








件 27,708 人のうち，付添人関与率は 23.6% であり，そのうち弁護士付添人

































































1989 年に国連で採択され，我が国でも 1994 年に発効した「子どもの権利条
約」の存在が大きく影響している。パートナー論によれば46），付添人に要



































































務の課題」家庭裁判月報 63 巻 3 号（2011 年）1頁以下。
41）　最高裁判所事務総局家庭局「家庭裁判所事件の概況 （2・完） ―少年事件―」法












下，同「少年事件の附添人」季刊刑事弁護 73 号（2013 年）39 頁以下。さらに，山






49）　たとえば，西岡清一郎「少年警察に望むこと」警察学論集 45 巻 2 号（1992 年）
34 頁，市川太志「少年審判と付添人」ケース研究 249 号（1996 年）43 頁以下，三
浦透「付添人の役割について」家庭裁判月報 59 巻 4 号（2007 年）35 頁以下，細川
英仁「最近の少年審判の実情と今後の課題」家庭の法と裁判 3号 6頁以下。
50）　島田環「家庭裁判所からみた付添人活動 （2）」NIBEN Frontier  43 号 （2005 年） 34
頁，須藤明「家庭裁判所からみた付添人活動 （3）」NIBEN Frontier  44 号 （2005 年）
















ては， 審判に出席したうえで， 裁判官の回避の申立 （東京高決平成元年 7月 18 日




審・再抗告審の審理にも関与しうるし（少審規 46 条の 4 第 3 項）53），20 条によ
る検察官送致事件については刑事裁判で弁護人と見做されて活動することに
なる（45 条 6 号）。さらに，処遇中の少年についても，準少年保護事件（保護
処分取消事件〔27 条の 2〕， 収容継続申請事件〔少院 137 条以下〕， 戻し収容申請事件〔更





































































54）　丸山雅夫「少年法 55 条による家庭裁判所への移送」南山法学 38 巻 3・4 号（2015
248
年）55 頁以下。さらに，裁判員裁判における 55 条移送判断において弁護士が果た
す（べき）役割について，ケーススタディを明らかにしたものとして，武内謙治編著
『少年事件の裁判員裁判』（現代人文社，2014 年）50 頁以下参照。
55）　斉藤豊治「少年審判の対審化論と付添人の役割」法律時報 70 巻 8 号（1998 年）
12 頁以下，16 頁，田口守一「少年審判への検察官・付添人の関与」現代刑事法 5号
（1999 年）50 頁，後藤弘子「国選付添人制度の拡大と検察官関与」刑事法ジャーナ
ル 41 号（2014 年）109 頁以下。さらに，栗原平八郎「少年事件」熊谷弘ほか編『公
判法大系 III』（日本評論社，1975 年）188 頁以下参照。
56）　たとえば，高井・前掲注 22）60 頁，城戸浩正「少年事件と弁護士の役割」宮川光
治ほか編『変革の中の弁護士（上）』（有斐閣，1992 年）324 頁，角田正紀「審判期
日（関係人の出席）をめぐる諸問題」判例タイムズ 996 号 347 頁。
57）　田宮裕/廣瀬健二編『注釈少年法〔第 4版〕』（有斐閣，2017 年）155 頁。
58）　たとえば，高麗邦彦ほか『少年審判の傍聴制度の運用に関する研究』司法研究報
告書 64 輯 1 号（法曹会，2012 年）263 頁，佐藤・前掲注 48）21 頁。
59）　こうした具体的な動きの例については，廣瀬健二「付添人の役割と課題」総合法
律支援論叢 3号（2013 年）22 頁注 4参照。
60）　たとえば，「〔特集〕少年事件の実務―附添人実務を中心として」自由と正義 32
巻 1 号（1981 年）11 頁以下，「〔特集〕改正少年法で少年事件弁護はどう変わるか」
季刊刑事弁護 29 号（2002 年）48 頁以下，「〔特集〕少年事件付添人制度の拡充に向
けて」自由と正義 60 巻 1 号（2009 年）69 頁以下，「〔特集〕少年法 55 条移送と量刑
をめぐる弁護」季刊刑事弁護 88 号（2016 年）9 頁以下。さらに，『少年事件 Begin-
ners』季刊刑事弁護増刊（2011 年）。
61）　この点で，具体的なケースを手がかりとして，手続段階に応じて実務の対応を示









































弁護 29 号（2002 年）60 頁以下，山田由紀子「少年事件に修復的司法を」同 66 頁以
下，服部朗「改正少年法と修復的司法」斉藤ほか・前掲注 5）257 頁以下。
